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賄賂罪の保護法益と職務密接関連行為の意義







受けたことなどの謝礼等の趣旨の下に、前後 29 回にわたり合計 550 万円の金
員（以下「本件金員」という。）の賄賂を供与したとして、贈賄罪で起訴され






しかし、第 1審判決（大阪地判平成 14 年 9 月 30 日）は準職務行為、すなわち、
Ｙ教授の本来の職務行為と密接な関係を有する行為であるとして、贈賄罪の成
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たという「芸大バイオリン事件」に関する東京地判昭和 60 年 4 月 8 日（判時





























　この点で興味深い判断を示しているのが、最決判平成 17 年 3 月 11 日（刑
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別の教授（収賄側）の収賄行為に関連して、大阪地判平成 14 年 9 月 30 日（判
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